
（ ）

【位置境界明確化事業】
先の大戦において米軍によ
る破壊や公図の滅失等によ
り土地の位置境界が明らか
でなくなった地域を毎年度
認証し、認証面積率100％
を目指す 達成度 ％

-

目標値

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

達成度 ％ - -

定量的な目標が設定できない理由

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

目標最終年度

41

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　本土に比べて多くの不発弾等が存在しているという沖縄の特殊事情に鑑み、国は、不発弾等の探査・発掘、発見現場での不発弾安全化処理のための壕・防
護壁の設置、一時保管庫での保管など、不発弾等対策について国庫補助率の嵩上げや補助対象の拡大など、本土に比べて手厚い支援を実施。また、学童
疎開船対馬丸遺族への慰藉に関する事業や軍用地等を除く地域の位置境界明確化事業等を実施。
　また、沖縄県における所有者不明土地問題の解決に向けた検討を進めるため、①測量等調査及び②真の所有者探索に係る調査を実施。

目標最終年度

－ -

2,883 2,907.9

▲ 41

24年度 25年度

99.7

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

【不発弾等対策事業】
発見された不発弾等の重量

㎏

成果実績

目標値

目標値

-

26年度

--

99.7

-

毎年度、確実に成果実績を上げており、未完了、未実施の箇所を減らして
いる。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

- -

年度

【位置境界明確化事業】
先の大戦において米軍によ
る破壊や公図の滅失等によ
り土地の位置境界が明らか
でなくなった地域の認証面
積率

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

沖縄における戦後処理問題の解決

前年度から繰越し 58.2 8.2

事業番号

沖縄の戦後処理対策に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室
特定事業担当参事官室
調査金融担当参事官室

佐藤参事官
倉林参事官

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 施策名：４５ 沖縄の戦後処理対策（政策１２－施策⑤）

主要経費

27年度

－

-

－ － － -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法 （平成14年法律第14号）
附則第５条の２（不発弾）
沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和46年法
律第129号）附則第５項（所有者不明土地）
沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の
土地の位置境界の明確化等に関する特別措置法（昭和
52年法律第40号）及び同法施行令（昭和52年政令第260
号）

関係する計画、
通知等

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画（平成24年5月）
位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化の
ための措置に関する計画（昭和52年11月）

実施方法

▲ 4

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

64.6

▲64.6

1,999.3

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 2,615.3

その他の事項経費

実績 ㎏

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

終了予定なし

4,074 2,086.6 1,501.5

％

沖縄の戦後処理対策においては不発弾の埋没量について正確な
数値を把握することは困難である。また対馬丸平和祈念事業、所
有者不明土地問題対策事業においては終了時期を設定すること

が難しいことから、定量的な成果目標の設定は困難である。

翌年度へ繰越し ▲8.2

計

2,692.5

沖縄振興、地方創生主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

2,525.8 2,558.9 2,716.1 2,924 2,907.9

2,198.7 2,049

執行率（％） 79% 86% 75%

【不発弾等対策事業】
磁気探査等により不発弾等
の発見に努める

昭和５０年度
事業終了

（予定）年度

代替指標 単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

【不発弾等対策事業】
不発弾等の発見のため磁
気探査を行う

【不発弾等対策事業】
不発弾等の磁気探査面積

実績 ㎡ 995,193 696,149 542,606

-

㎡

年度

- - - -

達成度 ％ - -

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

　 0082

年度

2,479.9

99.7

99.7 99.7 99.7 100

チェック



当初見込み

件

件 -

単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

198

-

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

【不発弾等対策事業】
磁気探査の申請件数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

沖縄不発弾等対策 2,644

358 249 261

- -

9

計 2,883 2,907.9

位置境界明確化事業

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
所有者不明土地問題対策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

3

対馬丸平和祈念事業

活動実績

活動指標

費　目

27年度活動見込

【不発弾等対策事業】
特定処理事業の実施件数

活動実績 件 36 52 49

当初見込み 件 41 42 40 43

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

【対馬丸平和祈念事業】
対馬丸記念館内外で開催する「語り部」の実施回数

活動実績 回 122 102 164

当初見込み 回 100 100 113 154

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

【沖縄戦関係資料閲覧室】
沖縄戦関係資料閲覧室のホームページ利用件数

活動実績 件 68,563 87,785 104,903

当初見込み 件 80,000 80,000 80,000 80,000

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

【所有者不明土地問題対策事業】
　所有者不明土地における測量等調査の実施筆数

活動実績 筆 120 510 540

当初見込み 筆 120 510 540 550

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

単位当たりコストを算出するのは困難

単位当たり
コスト

計算式 　　/

15

対馬丸遭難学童遺族給付

沖縄戦関係資料閲覧室事
業

14

2,653.8

3.3

20.4

8.7

15.2

206.6



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○

不発弾等対策については、計画的に不発弾の磁気探査事
業等を実施しており、着実に成果を挙げているところ。
また、他の戦後処理についても個別事業の状況変化に応じ
関係機関等との間で調整の上、適宜計画を見直し事業の
効率化を図っている。

事業目的に則し、合理的なものになっている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

戦後処理については個別事業の状況変化に応じ関係機関
等との間で調整の上、適宜計画を見直し事業の効率化を
図っている。

戦後処理については個別事業の状況変化に応じ関係機関
等との間で調整の上、適宜計画を見直し事業の効率化を
図っている。

不発弾事業においては不発弾保管庫を整備しており、十分
に活用されている。

競争入札により業者を選定し、経費の削減に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

不発弾等対策については、戦後処理の一環として国が責
任を持つとともに、住民の安全確保の観点から地方公共団
体においても責任を持つという考え方に基づいて処理を
行っている。
所有者不明土地問題対策事業については、戦後処理問題
の解決の観点から法律に基づき、政府において実態調査
を実施している。

地方自治体等の協力を得て実施している。

○

○

○

○

年度当初や交付申請時あるいは事業の節目等に、施策に応じて沖縄総合事務局及び沖縄県担当者等との調整を行っている。さらに、補助金
の額の確定時に支出等関係書類により適正かつ効率的に執行されていることを確認している。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

戦後処理問題の解決を図ることは沖縄振興において必要
な事業である。

競争入札により業者を選定し、経費の削減に努めている。

事業目的に則し、合理的なものになっている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

改善の
方向性

沖縄の戦後処理対策について、引き続き推進していく。

競争入札により業者を選定し、経費の削減に努めている。

不発弾等対策については、戦後処理の一環として国が責
任を持つとともに、住民の安全確保の観点から地方公共団
体においても責任を持つという考え方に基づいて処理を
行っている。
所有者不明土地問題対策事業については、沖縄復帰特別
措置法附則５項に政府の行うべき事業とされている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



76

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業の有効性・効果について適切に検証するとともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を適切に概算要求に反映させるべき。

　戦後処理対策予算の大宗を占める不発弾等処理事業においては、事業の性質上、測量土地調査等の結果、岩盤やがけ地等の探査難渋箇所が
発見されることや作物等の収穫時期との関係などから一定の条件をクリアできない箇所があることにより探査予定箇所すべてを実施できない場合
があることから、不用額が生じているところである。
　平成27年度予算においては事業実施に必要な予算額を計上しており、平成27年8月時点で約86％の交付申請がなされている。
　平成28年度概算要求は平成27年度予算を上回る概算要求額となっているが、主に沖縄県より大規模の探査要請があったことにより大幅な探査
面積の増加が見込まれているための増額であり、不発弾等対策をより効果的に促進するため、引き続き沖縄県等と協議し、より効果的な予算の執
行を図ってまいりたい。

　他の事業についても、沖縄総合事務局や県等関係者から事業の進捗状況または給付金受給者の現況等を聴取するとともに調整の上、各事業に
必要な経費を計上している。

平成26年度

いうまでもなく当該事業は重要であり、恒常的・継続的に実施しなければならないものと思われるが、執行率が90％を超えないということであるのであれば、当初予
算額を見直すこともありうるのではないか。27年度当初は従来よりも予算額が増えているが、これまでよりも高い執行率にすることができる規模の予算なのだろう
か。なお、特別な理由等がある場合、「改善の方向性」に補足的な説明があった方がよい。

119平成22年度

平成25年度

92

81

平成23年度

現
状
通
り

122

外部有識者の所見



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

※端数処理の関係で内訳が合計に一致しない。

①沖縄不発弾等対策経費

　〔補助金の交付決定等〕

　【補助】 　【支出委任】

②対馬丸遭難学童遺族給付経費 ③対馬丸平和祈念事業経費

 〔補助事業の実施〕  〔直轄事業の実施〕

〔特別支出金の交付決定等〕 　 〔補助金の交付決定等〕

　【補助】 【指名競争入札等】 【競争入札等】  【補助】 【補助】

 〔補助事業の実施〕  〔補助事業の実施〕

　【直接】 【補助】

【指名競争入札等】

 〔遺族支給金の給付〕 　　間接補助事業の実施

人件費等5百万円

【随意契約】

 ④沖縄戦関係資料  ⑤位置境界明確化 ⑥所有者不明土地

 閲覧室事業経費  に必要な経費 問題対策経費

　　閲覧室運営等 〔事業の進捗管理等〕 〔委託費の交付決定等〕

人件費等９百万円

【支出委任】 　 　【委託】

【一般競争入札等】

人件費等6百万円

人件費等１百万円

【委託】 　 【再委託】 【一般競争入札、随意契約】

 補助事業の実施

人件費等６百万円 人件費等14百万円

　【再委託】 【指名競争入札、随意契約】

〔測量業務〕 測量の実施等

K. （公財）対馬丸
記念会

15百万円G.民間会社
（46社）

123百万円

磁気探査業務等
の実施

L.民間会社等
（９社）
10百万

P.民間会社
(1社)

２百万円

　　T. 民間会社等
　　　　 （19社）
　　　　18百万円

A. 内閣府

10百万円

　　Ｓ. 民間会社等
　　　　　（14社）
　　　　47百万円

委託事業の実施

 N.沖縄総合事務局

９百万円

　　　 Q. 沖縄県

　　　　86百万円
M. 民間会社

(1社)
　1百万円 位置境界明確化事業

の実施等

委託事業の実施等

 閲覧室運営に係る

 機器の賃貸借等

測量の実施、広告等

⑥所有者不明土地問題対策
経費

（　　86百万円）

B. 沖縄県

　1,889百万円

C. 沖縄総合事務局

34百万円
A. 内閣府

３百万円

A. 内閣府

15百万円

A. 内閣府

９百万円

A. 内閣府

86百万円

D. 市町村
（19自治体）
123百万円

E.民間会社等
（89社）

1，766百万円

F.民間会社
（23社）

34百万円

H. 沖縄県

　３百万円

J. 沖縄県
15百万円

間接補助事業
の実施

O. 沖縄県

８百万円

　　 　Ｒ. 市町村
　 　　（5自治体）
　　　　33百万円

A. 内閣府

2,049百万円

①沖縄不発弾等対策経費 （1,924百万円）

磁気探査業務等
の実施

I.対馬丸遭難
学童遺族
３百万円

②対馬丸遭難学童遺族給付
経費

（　　　 3百万円）

③対馬丸平和祈念事業経費 （　  15百万円）

④沖縄戦関係資料閲覧室事
業経費

A. 内閣府

1,924百万円

⑤位置境界明確化に必要な
経費

（　　　9百万円）

（　　10百万円）



補助事業費 沖縄不発弾等対策経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.内閣府 E.㈲カイホウ計画

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

1,923.5 工事費

事務費 沖縄戦関係資料閲覧室事業経費 10.4

金　額
(百万円）

磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離
島地区Ｈ26-17））ほか2業務

49.8

委託費 所有者不明土地問題対策経費 86.4

対馬丸遭難学童遺族特別支出金事業経費 3.4支出委任

支出委任 位置境界明確化事業経費 9.4

補助事業費 対馬丸平和祈念事業経費 15.4

B.沖縄県 F.大和探査技術(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 不発弾等保安管理等事業

工事費 広域地区不発弾等処理工事等 1,021 委託費
平成26年度沖縄における不発弾探査の効率
化に関する検討業務

10

計 2,048.5 計 49.8

補助事業費 市町村支援・特定処理・住宅支援事業 487

測量試験費 広域地区不発弾等処理工事に伴う測量等 315

補償費 広域地区不発弾等処理工事に伴う補償 33

33

C.沖縄総合事務局 G.㈲開成実業

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 沖縄不発弾等対策経費 29 工事費
沖縄市立中の町小学校校舎改築工事磁気
探査業務委託ほか1件

12.8

計 1,889 計 10

物品購入費 沖縄不発弾等対策経費 4

諸謝金旅費 沖縄不発弾等対策経費 1

計 34 計 12.8

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

工事費 不発弾処理に伴う処理壕構築工事業務委託 9

D.那覇市 H.沖縄県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

特別支出金
対馬丸遭難学童遺族に対する特別支出金の
支給（３件）

3工事費 磁気探査業務委託 20.6

超過勤務手当
不発弾等の撤去の際、避難の支援に必要な
職員等の人権費助成

1

計 30.6 計 3

チェック



支出先上位１０者リスト
A.内閣府

B.沖縄県

C.沖縄総合事務局

D.市町村

E.民間会社等

1 内閣府 戦後処理対策経費 2,049 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄県 不発弾等処理交付金 1,889 - -

1 沖縄総合事務局 沖縄不発弾等対策経費 34 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 沖縄市 市町村支援事業 15.9 - -

3 南風原町 市町村支援事業・特定処理事業 9.2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 那覇市 市町村支援事業・特定処理事業 30.6 - -

6 嘉手納町 市町村支援事業 6.8 - -

7 名護市 市町村支援事業 6.2 - -

4 南城市 市町村支援事業・特定処理事業 8.6 - -

5 糸満市 市町村支援事業・特定処理事業 8.1 - -

10 西原町 市町村支援事業・特定処理事業 5.8 - -

8 豊見城市 市町村支援事業・特定処理事業 5.9 - -

9 読谷村 市町村支援事業・特定処理事業 5.8 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 （株）八島建設コンサルタント 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-3）)ほか3業務 47.7 32 95.9％

4 （有）羽生土木設計 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-2）)ほか3業務 46.2 32 95.9％

1 （有）カイホウ計画 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-17））ほか2業務 49.8 25 95.8％

2
（株）宮古測量設計コンサルタ
ント

磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-7）)ほか3業務 48.6 32 95.7％

7 （株）大成建設コンサルタント 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-5）)ほか2業務 44.8 24 95.7％

8 （株）大協企画コンサルタント 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-11）)ほか2業務 44.7 24 95.7％

5 （有）地建 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-1）)ほか3業務 45.5 33 96.2％

6 （株）日建コンサルタント 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-6）)ほか3業務 44.9 32 96.1％

9 （株）東洋建設コンサルタント 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-10）)ほか3業務 44.7 32 95.8％

10 （有）シグマ技研 磁気探査業務(広域探査発掘加速化事業(離島地区Ｈ26-9）)ほか2業務 43.8 24 95.7％



F.民間会社

G.民間会社

H.沖縄県

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大和探査技術(株)沖縄営業所 平成26年度沖縄における不発弾探査の効率化に関する業務 10 1 99.9％

4 沖縄コンピュータ販売(株) 平成26年度沖縄不発弾等データベースシステム改修業務 3 1 97.2％

5 沖縄リビック（株） 平成26年度ライナープレート購入 3 2 79.3％

2 沖縄コンピュータ販売(株) 平成26年度沖縄不発弾等データベースシステム機能拡張業務 7 1 91％

3 日本物理探鑛(株)九州支店
平成26年度不発弾処理時における弾殻破片飛散挙動に関する計算・解析
業務

6 1 88.9％

8 （有）三虎 平成26年度沖縄不発弾等対策　消耗品購入 0.5 少額随契 -

9 屋号確認中（陸上自衛隊案件） 平成26年度沖縄不発弾等対策　消耗品購入 0 少額随契 -

6 (有)エス・プロジェクト 平成26年度磁気探査研修運営補助業務 2 4 84％

7 沖縄コンピュータ販売(株) 平成26年度沖縄不発弾等データベースシステム保守点検業務 0.9 少額随契 -

1 （有）開成実業 沖縄市立中の町小学校校舎改築工事磁気探査業務委託ほか1件 12.8 8 95.8％

2 太平総業（株） （仮称）消防樋川出張所新築工事業務委託（磁気探査） 12.2 9 96.6％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 （有）沖縄探査工業 佐敷幼稚園建設用地磁気探査委託業務 6.5 11 98.7％

6 （有）国誠測量設計 消防庁舎建設磁気探査業務委託 6.2 10 96.5％

3 （有）咲尚建設 不発弾処理に伴う防護壁構築委託業務　南風原町字宮平地内ほか12件 7.7 9 94.9％

4 （有）アース探査 嘉手納小学校造成等工事磁気探査委託業務 6.8 7 94.7％

9 （有）大信土木設計 津嘉山北地区磁気探査委託業務（２６－１） 4.4 5 97.7％

10 （株）カイケンエンジニヤリング 与儀保育所仮園舎新築工事業務委託（磁気探査） 4.1 11 94.9％

7 （株）沖縄共同技研 浜川幼稚園園舎改築磁気探査業務委託ほか１件 5.6 10 94％

8 （株）協亜建設 不発弾処理壕設置委託業務　糸満市字伊原地内ほか2件 4.7 11 99％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄県 対馬丸遭難学童遺族特別支出金の支給（３件） 3 - -

チェック



別紙２

計 4 計 0

外部委託
那覇市管理所有者不明土地の実態調査
（測量等調査）

4

Ｔ.㈱与那嶺測量設計 X.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 17 計 0

外部委託 所有者不明土地の実態調査（測量等調査） 17

Ｓ.㈱南土木設計 W.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 12.1 計 0

その他
所有者不明土地実態調査用タブレット端
末、消耗品、職員旅費等

0.1

人件費 嘱託職員 4

外部委託 所有者不明土地の実態調査（測量等調査） 4

外部委託 所有者不明土地の実態調査（測量等調査） 4

Ｒ.那覇市 V.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 85.5 計 0

外部委託 所有者不明土地の実態調査（測量等調査） 13

事務費 旅費、需要品 0.5

市町村委託
市町村管理所有者不明土地の実態調査を
市町村へ委託

33

所有者不明土地の実態調査（測量等調査） 17

外部委託 所有者不明土地の実態調査（測量等調査） 14

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ｑ.沖縄県 U.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部委託

人件費 所有者不明土地問題対策事業担当職員 6

外部委託 広報費 2

計 3.1 計 2

その他 諸経費等 1

人件費
平和学習推進連携事業（アンケート、平和学
習連携委員会）の実施

3.1 人件費 測量業務 1

L.調査委託員Ａ Ｐ.㈱丸島建設コンサルタント

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 14.7 計 8

謝金 語り部事業実施及び特別展準備・監視業務 0.8

ホームページ
改修費

ホームページ改修 1

印刷製本費
館内リーフレット、ワークブック及び指導の
手引常設壁面パネル

2.3 事務費 旅費、需用費、役務費等 1

人件費 語り部事業実施及び特別展準備・監視業務 4.6 外部委託 測量委託 2

業務委託費 平和学習連携推進事業の委託 6 人件費 位置境界明確化事業担当職員 5

Ｋ.（公財）対馬丸記念会 Ｏ.沖縄県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 15 計 9

その他 人件費等 1

補助事業費 (公財)対馬丸記念会への補助金交付 15 委託費 位置境界明確化事業を沖縄県に委託 8

Ｊ.沖縄県 Ｎ.沖縄総合事務局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 1

対馬丸遭難学童遺族に対する特別支出金
の支給（３件）

3 外部委託
画像管理システム機器・ウェブサーバの賃
貸借及び業務・運用支援等業務

1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ｉ.対馬丸遭難学童遺族 Ｍ.インターリンク㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

特別支出金



別紙３

I.対馬丸遭難学童遺族

J.沖縄県

K.（公財）対馬丸記念会

L.民間会社等

M.民間会社

N.沖縄総合事務局

O.沖縄県

P.民間会社

Q.沖縄県

R.市町村

S.民間会社等

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 うるま市 うるま市管理所有者不明土地実態調査（測量等調査）等 2.4 - -

4 本部町 本部町管理所有者不明土地実態調査（測量等調査）等 5.1 - -

3 与那原町 与那原町管理所有者不明土地実態調査（測量等調査）等 5.9 - -

2 沖縄市 沖縄市管理所有者不明土地実態調査（測量等調査）等 6.9 - -

1 那覇市 那覇市管理所有者不明土地実態調査（測量等調査）等 12.2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄県 所有者不明土地問題対策経費 86 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）丸島建設コンサルタント 測量委託 2 6 97.4％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄県 位置境界明確化調査等業務 8 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄総合事務局 位置境界明確化調査等業務 9 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 インターリンク㈱
画像管理システム機器・ウェブサーバの賃貸借及び業務・運用支援等業務
（平成２６年度国庫債務負担行為にて契約）

1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

9 光文堂コミュニケーションズ㈱ 第23回特別展ポスター・チラシの印刷 0.1 随意契約 -

8 光文堂コミュニケーションズ㈱ 第22回特別展ポスター・チラシの印刷 0.1 随意契約 -

7 光文堂コミュニケーションズ㈱ 「ワークブック活用法及び解説」の印刷 0.2 随意契約 -

6 ㈲コール 常設壁面パネルの表示変更 0.2 随意契約 -

5 平山印刷 対馬丸ワークブックの印刷 0.7 随意契約 -

4 光文堂コミュニケーションズ㈱ 館内リーフレットの印刷 1.1 随意契約 -

3 （有）おきなわココロ 対馬丸記念館公式ホームページ改修業務 1.1 随意契約 -

2 調査委託員Ｂ 平和学習推進連携事業（資料のデジタル化、子供平和会議）の実施 2.9 随意契約 -

1 調査委託員Ａ 平和学習推進連携事業（アンケート、平和学習連携委員会）の実施 3.2 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （公財）対馬丸記念会 対馬丸平和祈念事業推進費補助金 15 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄県 対馬丸平和祈念事業推進費補助金の交付 15 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 対馬丸遭難学童遺族 対馬丸遭難学童遺族特別支出金の支給（３件） 3 - -



T.民間会社等

10 ㈱沖縄ヤマダ電機 消耗品（インクカートリッジ）（那覇市） 0 随意契約 -

9 ㈱トーエイ 消耗品（作業着等）（与那原町） 0 随意契約 -

8 ㈱国際印刷 印刷製本（リーフレット）（那覇市） 0.1 随意契約 -

7 ㈲友寄商事 消耗品（コピー用紙等）（本部町） 0.1 随意契約 -

6 ㈱北部測量設計 本部町管理所有者不明土地実態調査（測量等調査） 2.3 12 97.8％

5 ㈲与那嶺測量設計 与那原町管理所有者不明土地実態調査（測量等調査） 2.4 5 93.5％

4 ㈱濱設計 うるま市管理所有者不明土地実態調査（測量等調査） 2.4 6 90.1％

3 ㈱N's 沖縄市町管理所有者不明土地実態調査（測量等調査） 2.5 11 93.8％

2 ㈱測ネット 那覇市管理所有者不明土地実態調査（測量等調査） 4 11 96.8％

1 ㈱与那嶺測量設計 那覇市管理所有者不明土地実態調査（測量等調査） 4 10 96％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 ㈱ゼンリンインターマップ 住宅地図の購入 0.1 随意契約 -

9 ㈱ゼンリンインターマップ 住宅地図の購入 0.1 随意契約 -

8 オーケイ運輸合資会社 燃料費 0.1 随意契約 -

7 ㈲アドプランクリエイツ 所有者不明土地に係るポスター・リーフレット作成 0.3 随意契約 -

6 ㈲ワールド広告社 新聞広告（8月分） 0.8 随意契約 -

5 ㈲ワールド広告社 新聞広告（6月分） 0.8 随意契約 -

4 ㈱沖技 調査報告書作成 1 随意契約 -

3 ㈱国建 所有者不明土地実態調査（測量等調査）沖縄県管理分 13 8 76.8％

2 ㈱与那嶺測量設計 所有者不明土地実態調査（測量等調査）沖縄県管理分 14 11 92.4％

1 ㈱南土木設計 所有者不明土地実態調査（測量等調査）沖縄県管理分 17 10 92.5％
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